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はじめに

　上場企業には、株主をはじめとする多くの利害関係者に対し、決算・財務情報
等を報告（財務報告＝ディスクロージャー、開示）することが法令等により義務
付けられていますが、この財務報告実務を担うためには、「金融商品取引法」「証
券取引所の有価証券上場規程等」「会社法」等に基づく報告のルールや、財務報
告書類の作成要領、データの関連性、さらに、決算・財務報告プロセスに必要な
内部統制までを広範囲に学ぶ必要があります。
　しかも、財務報告に関係する法令等は頻繁に改正されるとともに、決算早期化
の傾向が続いており、開示実務の現場では改正箇所のフォロー・決算早期化への
実務対応に苦慮する局面も少なくありません。
　こうした中、膨大な財務報告の知識を効率的に学習できる財務報告実務検定・
開示様式理解編への注目度は年々高まっていますが、検定事務局には、「受験し
たいが、仕事が忙しくて十分な勉強時間がとれない」「重要ポイントを効率的に
学びたい」といった声がしばしば寄せられます。
　そこで、財務報告実務のポイントを効率的に学び、「財務報告実務の全体像」
をつかんでいただくことを狙いとして作られているのが本書です。
　本書は、広範な財務報告実務を網羅的に解説した財務報告実務検定・開示様式
理解編公式テキストのサブテキストとして、文字通り公式テキストの「ポイン
ト」を整理して解説しています。具体的には、財務報告実務や財務報告実務検定・
開示様式理解編における重要性に応じて解説に濃淡を施しており、また、単元ご
とに設けられた選択式問題を解くことで知識の定着が図れるよう工夫されていま
す。さらに、第６章においては財務報告実務検定・開示様式理解編と同様の出題
スタイルによる問題も掲載し、本試験問題にも慣れていただけるよう配慮してい
ます。
　本書が、財務報告実務を効率よく身に付けるとともに、財務報告実務検定・開
示様式理解編の合格に向けた学習の一助となれば幸いです。
　最後に、本書の執筆にご尽力いただいた EY新日本有限責任監査法人の皆様、
また、本書の出版の機会を与えていただくとともに編集をご担当いただいたリン
ケージ・パブリッシングの岩村信寿様に感謝の意を表します。

一般社団法人日本 IPO 実務検定協会　財務報告実務検定事務局
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　本書は、財務報告の監査実務に従事している公認会計士が、財務報告実務検定・
開示様式理解編を受験する方や、検定の受験を志す方以外でも網羅的に財務報告
の基礎知識を得たい方に向けて執筆した、財務報告の要点整理本です。
　昨今、上場企業の経理、財務、IR に関する実務担当者やこれらの職種を志す
人にとって、財務報告（「ディスクロージャー」「開示」とも言われることもあり
ます）に関する知識の取得やアップデートは欠かせません。そのため財務報告に
関する知識を体系だって学び、その成果を確認することができる財務報告実務検
定・開示様式理解編への注目度は年々高まっています。その一方で、業務が多忙
な受験生などから、「受験する前に学んだ知識の要点整理を行いたい」、「財務報
告の重要ポイントをもっと効率的に学びたい」といった強いニーズがあります。
　そのため本書は、広範な財務報告実務を網羅的に解説した「財務報告検定・開
示様式理解編公式テキスト」のサブテキストと位置づけて、文字通り公式テキス
トの「要点」を「整理」して解説する構成をとりながら、財務報告実務検定・開
示様式理解編の重要度に応じて解説に濃淡を施し、また column（コラム）に実
務で有用な情報を盛り込んで、読者が目的や熟練度に応じて利用することを可能
にしました。
　また、財務報告に関係する法令等は頻繁に改正されますので、本書では今般の
企業結合に関する会計基準及び関連する他の会計基準等の改正や改正会社法に関
するトピック等を織り込んだ改訂作業を行っております。
　本書がみなさまの財務報告実務に関する学習の一助となれば幸いです。
　最後に本書の発刊にあたりお世話になりました日本 IPO 実務検定協会及びリ
ンケージ・パブリッシングの編集担当諸氏に心から御礼申し上げます。

　　2025 年 7 月
執筆者一同

執筆にあたって
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第２章

１．【主要な経営指標等の推移】　

　 要点整理 

・連結と個別に関する経営指標等を一覧にしたものである。一般的に「ハ

イライト情報」と呼ばれる。

・規則等の改正等により経営指標等の数値に大きな変動がある場合には、

数値の継続性の観点からその要因等を脚注することが望ましい。

・潜在株式がないこと等の理由により潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額について記載しない場合は、その旨（理由）を記載することが望ましい。

・総会前開示の際の留意点：「主要な経営指標等の推移」においては、最近

５事業年度に係る１株当たり配当額が記載事項とされているため、当事

業年度に係る配当額が確定していない場合には、決議する予定の配当額

を記載し、その旨を注記する。

・経営指標のうち、以下の項目はその計算にあたり注意が必要である。なお、

１株当たり情報の計算については、「注記事項　１株当たり情報」を参照

のこと。

a　自己資本比率、自己資本利益率

計算に用いる自己資本（＝純資産額－株式引受権－新株予約権－非

支配株主持分 （連結の場合））は、自己資本比率を計算する場合は期

末時点の値、自己資本利益率を計算する場合は期首・期末の平均値

を用いるのが適当である。

自己資本比率　＝	
自己資本

総資産額

自己資本利益率　＝
親会社株主に帰属する当期純利益

（期首自己資本＋期末自己資本）÷２

　

重要度 Ｂ
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（１）　【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】
回次

決算年月
最高（円）
最低（円）

　

（各事業年度末日の株価＋当事業年度の４事業年度前から
各事業年度までの１株当たり配当額の累計額）
当事業年度の５事業年度前の末日の株価

株価収益率　＝	
株価

１株当たり当期純利益金額

b　株価収益率

計算に用いる株価は、期末日のものとなる。但し、当該株価が無い

場合は、期末日前直近の日における株価とする。また、分母の１株

当たり当期純利益金額に代えて潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額を用いることができる。その場合は、その旨を付記する。

ｃ　株主総利回り

株主総利回り＝

　株主総利回りとは、株式投資により得られた収益（配当とキャピタル

ゲイン）を投資額（株価）で割った比率をいう。

　株主総利回りの計算に当たっては、基準となる当事業年度の５事業年

度前が毎期変わるため毎期において再計算する必要がある。

【株価の推移】

・最近５年間の事業年度別最高・最低株価を記載したものである。

・開示府令第三号様式（記載上の注意）（35）、同第二号様式（記載上の注意）

（54）における記載は以下のとおり。

・株式が金融商品取引所に上場されている場合は、主要な１金融商品取引

所の相場を記載し、当該金融商品取引所名を注記する。

・２以上の種類の株式が金融商品取引所に上場されている場合は、種類ご

とに記載する。
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第２章

【記載例】

3 4 5 6 7

3, 322 4, 009
親会社株主に帰属する当期純利益

ⅰ

3 4 5 6

親会社株主に帰属する当期純利益

経営指標等

連結財務諸表を作成してい
ない場合，「営業活動・投資
活動及び財務活動による各
キャッシュ・フロー」並びに
「現金及び現金同等物の期末
残高」を記載

中間配当額は開示項目

連結財務諸表を作成していな
い場合，「持分法を適用した
場合の投資利益又は投資損失
の金額」を記載

主要な経営指標等の脚注 ( 数
値の補足説明、変動の説明等 )

単位に留意

「自己資本」の意義に留意

包括利益がマイナス ( △ ) の
場合は、「△1,133」として
表示

主要な経営指標等の脚注 ( 数
値の補足説明、変動の説明等 )

2011年3月 2012年3月 2013年3月 2014年3月 2015年3月

2011年3月 2012年3月 2013年3月 2014年3月
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１　ハイライト情報と会計上の変更及び誤謬の訂正との関係
ハイライト情報においては 5 年分の情報が記載されるが、会計上の変更及び誤

謬の訂正により遡及処理を行う場合、前連結会計年度（事業年度）については遡

及処理を行わなければならない。しかしそれ以前のもの（前連結会計年度（事業

年度）より前の 3 年分）については任意である。

なお、遡及処理をした場合は、過去の財務諸表につき遡及処理を行った旨を注

記しなければならない。

また、遡及処理を行うことが困難なものやハイライト情報の利用者が遡及処理

によりかえって混乱する可能性のあるもの（株価収益率、資本金、発行済株式総

数、1 株当たり配当額（1 株当たり中間配当額）、配当性向）については、遡及処

理しないことに留意する。

column ハイライト情報

　開示に先立ち、記載される各財務数値について最終の（連結）財務諸表に記載
されている金額が正しく転記されているかをチェックする必要がある。また、１
株当たり情報、従業員数、発行済株式総数、１株当たり配当額については、有価
証券報告書の他の箇所にも記載がなされるため、内容の整合性に注意する必要が
ある。

▶▶▶確認問題
次の各問について、その正誤を判定しなさい。

問１　�【主要な経営指標等の推移】には、連結財務諸表提出会社であっても個別

財務諸表に係る提出会社の経営指標等を記載しなければならない。

問２　�【主要な経営指標等の推移】には、最近５連結会計年度（事業年度）の経

営指標等を記載するが、この場合の最近５連結会計年度（事業年度）には

当連結会計年度（事業年度）は含まない。

問３　�【主要な経営指標等の推移】の当連結会計年度（事業年度）では、投資判

断に資するため、第２四半期の経営指標等に関する記載も併せて行う。

問４　�【主要な経営指標等の推移】に記載される自己資本比率を計算する際に用

いる自己資本は、期首・期末の平均値を使用するのが適当である。

問５　�【主要な経営指標等の推移】に記載される株価収益率を計算する際に用い
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第２章

る株価は期末日のものであるため、出来高が無かったことにより期末日の

株価が存在しない場合には、株価収益率の記載は不要であるとともに、そ

の旨を脚注することが望ましい。

問６　�【主要な経営指標等の推移】に記載される自己資本比率及び自己資本利益

率を計算する際に用いる自己資本は、純資産額から株式引受権、新株予約

権及び非支配株主持分（連結の場合）並びにその他の包括利益累計額（連

結の場合）を控除して算定される。

問７　�【主要な経営指標等の推移】において遡及処理を行う場合、前連結会計年

度（事業年度）及びそれ以前のもの（表示されるすべての期間）について

も遡及処理を行う必要がある。

▶▶▶解説
問１　正しい

　　　�なお、連結財務諸表提出会社であっても、資本金の金額、発行済株式総数、

１株当たり配当額、配当性向は、個別財務諸表に係る提出会社の経営指標

等として記載される。

問２　誤り

　　　�最近５連結会計年度（事業年度）の経営指標等とは、当連結会計年度（事

業年度）の前４連結会計年度（事業年度）及び当連結会計年度（事業年度）

の経営指標等である。

問３　誤り

　　　�【主要な経営指標等の推移】では四半期に関する記載は行わない。有価証

券報告書における四半期に関する記載は、【経理の状況】の【その他】の

箇所にあるのみである。但し、中間配当額については１株当たり配当額の

記載に併せて、１株当たり中間配当額を内書きとして記載する。

問４　誤り

　　　�自己資本比率を計算する際に用いる自己資本は、期末時点の値を用いるの

が適当である。これは、自己資本比率は期末という一時点（ストック）に

おける割合を示す指標であるためである。
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問５　誤り

　　　�期末日の株価が存在しない場合には、期末日前直近の日における株価を用

いて株価収益率を計算する。

問６　誤り

　　　�自己資本比率及び自己資本利益率を計算する際に用いる自己資本は、純資

産額から株式引受権、新株予約権及び非支配株主持分（連結の場合）を控

除して算定する。連結の場合にその他の包括利益累計額を控除する必要は

ない。

問７　誤り

　　　�遡及処理を行う場合、前連結会計年度（事業年度）について行わなければ

ならないが、それ以前のもの（表示されるすべての期間）については遡及

処理を行うことは可能であるが、必ずしも行わなければならないという訳

ではない。
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17．【連結貸借対照表】　

 要点整理 

・連結貸借対照表は連結財務諸表の一部を構成し、企業集団の期末日現在

における財政状態を表している。

・連結貸借対照表は資産の部、負債の部、資産と負債の差額で表現される

純資産の部から構成されている。更に、それぞれ適切な科目に細分化さ

れていくため、階層構造について把握しておく必要がある。特に純資産

の部については項目が多いため留意が必要である。

・特定の科目と関係のある注記を記載する場合には、注記内容と当該科目

との関連が明確になるように、当該科目に注記番号を付す必要がある。

・資産と負債の記載順序は、流動性配列法（流動性の高い項目から並べて

記載する方法）を原則とする。

・流動項目か固定項目かの分類方法には、①正常営業循環基準（正常な営

業取引の過程にある資産・負債は流動資産・流動負債とみなす、という

基準）と②一年基準（ワンイヤー・ルール：貸借対照表日の翌日から起

算して一年以内に期限が到来するものは流動項目、一年を超えて到来す

るものは固定項目）とがある。

・量的重要性の判断にあたって用いられる金額基準額（別掲基準額）は、

以下の２つが用いられる。

・金額は千円又は百万円の単位により記載し、その他の連結財務諸表及び

注記事項も同じ単位を使用する。

資産総額、負債・純資産合計の
100 分の１以下

連結財務諸表規則で区分表示される項目 (例え
ば、現金及び預金等 )で、他の項目に属する項
目と一括して表示することが適当であると認め
られる項目の集約基準

資産総額、負債・純資産合計の
100 分の５超

連結財務諸表規則で「その他」の項目で別掲す
べきものの基準

重要度 Ａ
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【記載例　連結財規様式第四号】 　 　前連結会計年度 　　 当連結会計年度
（令和　年　月　日） （令和　年　月　日）

資産の部
　流動資産
　　現金及び預金 ××× ×××
　　受取手形
　　売掛金
　　契約資産

××× ×××

　　……………… ：　 ：　
　　流動資産合計 ××× ×××
　固定資産
　　有形固定資産
　　　建物及び構築物 ××× ×××
　　　　減価償却累計額 △××× △×××
　　　　建物及び構築物（純額） ××× ×××
　　　機械装置及び運搬具 ××× ×××
　　　　……………… ：　 ：　
　　　有形固定資産合計 ××× ×××
　　無形固定資産
　　　のれん ××× ×××
　　　……………… ：　 ：　
　　　無形固定資産合計 ××× ×××
　　投資その他の資産
　　　投資有価証券 ××× ×××
　　　……………… ：　 ：　
　　　投資その他の資産合計 ××× ×××
　　固定資産合計 ××× ×××
　繰延資産
　　創立費 ××× ×××
　　……………… ××× ×××
　　繰延資産合計 ××× ×××
　資産合計 ××× ×××
負債の部
　流動負債
　　支払手形及び買掛金 ××× ×××
　　契約負債
　　……………… ：　 ：　

　　流動負債合計 ××× ×××
　固定負債
　　社債 ××× ×××
　　……………… ：　 ：　
　　固定負債合計 ××× ×××
　負債合計 ××× ×××
純資産の部
　株主資本
　　資本金 ××× ×××
　　資本剰余金 ××× ×××
　　利益剰余金 ××× ×××
　　自己株式 △××× △×××
　　株主資本合計 ××× ×××
　その他の包括利益累計額
　　その他有価証券評価差額金 ××× ×××
　　……………… ： ：　
　　その他の包括利益累計額合計 ××× ×××
　新株予約権 ××× ×××
　非支配株主持分 ××× ×××
　純資産合計 ××× ×××
負債純資産合計 ××× ×××

	

「１　流動資産」参照

「新株予約権」「非支配株主持分」
の表示箇所に留意

「６　純資産」参照

「５　固定負債」参照

「４　流動負債」参照

「３　繰延資産」参照

「自己株式」の表示箇所
及び方法に留意

「２　固定資産」参照
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１　流動資産
（１）流動資産に属する科目

　流動資産とは、現金及び預金、売上債権、棚卸資産、前渡金、その他１年内に

現金化されるものをいう。流動資産に属する資産は、以下の項目の区分に従い掲

記する。

流動資産の区分表示 別掲基準

ａ　現金及び預金
ｂ　受取手形
ｃ　売掛金
ｄ　契約資�産
ｅ　リース債権及びリース投資資産
ｆ　有価証券
ｇ　商品及び製品（半製品含む）
ｈ　仕掛品
ｉ　原材料及び貯蔵品

当該科目に該当する項目であっても資
産の総額の100分の１以下のもので、
他の項目に属する資産と一括して表示
することが適当であると認められるも
のは、一括して掲記することができる。

ｊ　その他 資産の総額の100分の５を超えるも
のは、当該資産の内容を示す科目を
もって別に掲記

項　目 摘　要

商品及び製品、仕掛品、原材料及び
貯蔵品の表示

「棚卸資産」の科目をもって一括して掲記する
こともできる （この場合はそれぞれの科目の金
額を連結貸借対照表に注記することが必要）。

通常の取引以外の手形債権の表示 「受取手形及び売掛金」から除外するのが原則
であるが、資産の総額の100分の１以下であ
れば「受取手形及び売掛金」に含めることも
できる。

電子記録債権 「受取手形及び売掛金」から除外するのが原則
であるが、重要性が乏しい場合には、「受取手
形及び売掛金」に含めることもできる。

デリバティブ取引により生じた正味
の債権の表示

資産の総額の100分の５を超えるものについ
ては、その内容を示す名称を付した科目で記載

（３）流動資産に係る引当金の表示

　流動資産に属する資産に係る引当金（評価性引当金）は、当該各資産科目に対

（２）その他留意すべき表示

これらの科目を一括表示した場合は、
科目名と金額を注記することが必要
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する控除科目として、その設定目的を示す名称で掲記するか、あるいは以下の方

法で掲記する必要がある。

　　ａ�　当該引当金に対応する資産科目ごとではなく、控除科目として一括して

掲記する方法

　　ｂ�　当該引当金を当該資産から直接控除し、控除残高を当該各資産の金額と

して表示する方法（この場合、控除額を当該各資産科目別又は一括して連

結貸借対照表注記とすることが必要）

２　固定資産
（１）固定資産に属する科目

　固定資産の範囲は、有形固定資産、無形固定資産、投資その他の資産に区分さ

れる。固定資産は、売却目的の資産ではなく、また現金化が可能であっても現金

化までに１年超かかる資産が対象となる。

固定資産の区分表示 別掲基準

 有形固定資産

 無形固定資産

 投資その他の資産

建物及び構築物

機械装置及び運搬具

土地

リース資産

建設仮勘定

その他

のれん

リース資産

公共施設等運営権

その他

投資有価証券

長期貸付金

繰延税金資産

退職給付に係る資産

その他

当該科目に該当する項目であっても
資産の総額の100分の１以下のも
ので、他の項目に属する資産と一括
して表示することが適当であると認
められるものは、一括して掲記する
ことができる。但し、退職給付に係
る資産を除く。

資産の総額の100分の５を超える
ものは、当該資産の内容を示す科目
をもって別に掲記
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（２）リース資産の表示

　有形固定資産、無形固定資産のリース資産については、各項目（建物及び構築

物、機械装置及び運搬具、土地、その他）に含めて表示することもできる。

（３）有形固定資産の減価償却累計額の表示

　有形固定資産の減価償却累計額については、以下のいずれかの方法により表示する。

　ａ　各資産科目に対する控除科目として掲記する方法

　ｂ　控除科目として一括して掲記する方法

　ｃ�　当該資産から直接控除し、控除残高を当該各資産の金額として表示する方

法（この場合、控除額を当該各資産科目別又は一括して注記することが必要）

（４）有形固定資産の減損損失累計額の表示

　有形固定資産の減損損失累計額については、以下のいずれかの方法により表示する。

　ａ�　当該各資産の金額から直接控除し、その控除残高を当該各資産の残高とし

て掲記する方法

　ｂ�　減価償却を行う資産に対する減損損失累計額について、当該各資産の控除

科目として掲記する方法

　ｃ�　減価償却を行う資産に対する減損損失累計額について、控除科目として一

括して掲記する方法

　ｄ�　減価償却を行う資産に対する減損損失累計額について、減価償却累計額と

合算した金額を控除科目として減価償却累計額、若しくは、減価償却累計額

及び減損損失累計額の名称をもって掲記する方法

（５）無形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額の表示

　各無形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額は、その各科目から直接

控除し、その控除残高を当該各資産の金額として表示する。なお、償却累計額の

取扱いについては、有形固定資産の取扱いと相違するため、留意が必要である（繰

延資産も同様）。SA
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（６）投資その他の資産に係る引当金の表示

　流動資産と取扱いが同様である。

３　繰延資産
　繰延資産とは、創立費、開業費、株式交付費、社債発行費及び開発費のことを

いう。繰延資産に属する項目は、上記の区分に従い掲記する。但し、資産の総額

の 100 分の１以下のもので、他の項目に属する資産と一括して表示することが適

当であると認められるものについては、一括して掲記することができる。

　繰延資産に属する項目の償却累計額については、当該繰延資産の金額から直接

控除し、その控除残高を当該各資産の金額として表示する。

４　流動負債
（１）流動負債に属する科目

　流動負債とは、支払手形、買掛金、前受金、引当金（１年内に使用されないと

認められるもの、資産に係る引当金を除く）、未払金、その他１年内に支払又は

返済が行われるものをいう。流動負債に属する負債は、以下の項目の区分に従い

掲記する。

流動負債の区分表示 別掲基準

ａ 支払手形及び買掛金

ｂ 短期借入金（金融手形及び当座借越を含む）

ｃ リース債務（１年内に期限が到来するもの）

ｄ �未払法人税等（法人税、住民税及び事業税
    の未払額）

ｅ 契約負債

ｆ 引当金

ｇ �資産除去債務（１年内に履行されると認め
られるもの）

ｈ 公共施設等運営権に係る負債

ｉ その他

当該科目に該当する項目であっても負
債・純資産の総額の100分の１以下
のもので、他の項目に属する負債と一
括して表示することが適当であると認
められるものは、一括して掲記するこ
とができる。

その設定目的を示す名称を付した科目
で掲記することが必要であり、金額が
少額な場合には他の適当な科目と一括
して掲記することができる。

負債・純資産の総額の100分の５を
超えるものについては、当該負債の内
容を示す科目をもって別に掲記

他の項目に属する負債と一括して表示
できるが、その場合、科目名と金額を
注記することが必要
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（２）その他留意すべき表示

（３）諸税金の未払分の表示

　法人税、住民税及び事業税の未払額については、「未払法人税等」として表示

する。なお、当該連結会計年度の利益に関連する金額を課税標準とする事業税以

外の事業税であっても、その未納付分については「未払法人税等」に含めて表示

する。

　また、事業に係る事業所税の未納付分については、「未払事業所税」等その内

容を示す適当な名称を付した科目をもって掲記する（金額に重要性がない場合は、

未払金等他の適当な科目に含めて表示する）。

　消費税の未払分については、「未払消費税等」等その内容を示す適当な名称を

付した科目をもって掲記する（金額に重要性がない場合は、未払金等他の適当な

科目に含めて表示する）。

項 目 摘 要

通常の取引以外の手形債務 設備関係支払手形のように、通常の取引以外
の取引に基づいて発生した手形債務は、「支
払手形及び買掛金」から除外するのが原則
であるが、負債及び純資産の合計額の100
分の１以下であれば、「支払手形及び買掛金」
に含めることもできる。

電子記録債務 通常の取引に基づいて発生した電子記録債
務は、「支払手形及び買掛金」から除外する
のが原則であるが、重要性が乏しい場合に
は、「支払手形及び買掛金」に含めることが
できる。

デリバティブ取引により生じた
正味の債務

デリバティブ取引により生じる正味の債務
で、負債及び純資産合計額の100分の５を
超えるものについては、その内容を示す名称
を付した科目で記載
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５　固定負債
　固定負債とは、社債、長期借入金、引当金（流動負債の範囲に入る引当金を除

く）及びその他の負債で流動負債に属さないものをいう。固定負債に属する負債

は、以下の項目の区分に従い掲記する。

６　純資産
（１）純資産に属する項目

　純資産とは、資産項目と負債項目の差額で構成され、株主資本、その他の包括

利益累計額、新株予約権、非支配株主持分に分類して記載する。株主資本とその

他の包括利益累計額については、更に下表の項目に区分して表示する。

株主資本 その他の包括利益累計額
資本金 その他有価証券評価差額金

資本剰余金 繰延ヘッジ損益

利益剰余金 土地再評価差額金

— 為替換算調整勘定

— 退職給付に係る調整累計額

固定負債の区分表示 別掲基準

ａ　社債
ｂ　長期借入金（金融手形を含む）
ｃ　リース債務
ｄ　繰延税金負債
ｅ　引当金
ｆ　退職給付に係る負債
ｇ　資産除去債務
ｈ　公共施設等運営権に係る負債
ｉ　その他

・その目的を示す名称を付した科目で掲記することが必要であり、金額が少額な場
合には他の適当な科目と一括して掲記することが可能

・１年内にその一部の金額の使用が見込まれるが、１年内の使用額を正確に算定で
きない場合、その全額を固定負債

・１年内に使用されることが確実に見込まれる場合、その全部又は１年内の使用額
を適当な方法により、その金額を流動負債

当該科目に該当する項目であっても負債・
純資産の総額の100分の１以下のもので、
他の項目に属する負債と一括して表示する
ことが適当であると認められるものについ
ては、一括して掲記することができる。但
し、引当金及び退職給付に係る負債を除く。

負債・純資産の総額の100分の５を超え
るものについては、当該負債の内容を示
す科目をもって別に掲記
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（２）自己株式の表示

　自己株式は、株主資本に対する控除項目として、利益剰余金の次に自己株式の

科目名で掲記する。

▶▶▶確認問題
次の各問について、その正誤を判定しなさい。

問１　�連結貸借対照表の表示方法は、最近２連結会計年度の連結貸借対照表を比

較（左側に前連結会計年度、右側に当連結会計年度）する形式による。

問２　�通常の取引以外の取引に基づいて発生した受取手形の金額が総資産の 100

分の 5 未満である場合、流動資産の「受取手形及び売掛金」に含めて表示

する。

問３　�電子記録債権の金額に重要性が乏しいため、「受取手形及び売掛金」に含

めて表示した。

問４　�得意先の破産等により１年以内に回収されない見込みの売掛金は固定資産

の部に計上されることになる。

問５　�有形固定資産のリース資産については、連結貸借対照表においてリース資

産として別掲せず、各項目（建物及び構築物、機械装置及び運搬具、土地、

その他）に含めて表示することができる。

問６　�不動産業を営む企業が販売目的で土地及び建物を購入した場合、有形固定

資産の「建物及び構築物」と「土地」に取得原価で計上される。

問７　�無形固定資産の減価償却累計額については、各資産科目に対する控除科目

として掲記する。

問８　�投資その他の資産に属する資産に係る貸倒引当金は、当該各資産項目に対

する控除科目とせずに、当該資産から直接控除するとともに注記すること

ができる。

問９　�デリバティブ取引により生じる正味の債務で、負債及び純資産の合計額の

100 分の１を超えるものについては、その内容を示す名称を付した科目を

もって記載しなければならない。

問10　�土地を購入するために振出した手形は、固定負債に計上しなければなら

ない。SA
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第２章

問11　�子会社が保有する親会社株式は、連結貸借対照表上、投資その他の資産

の区分に関係会社株式として計上する。

問12　�退職給付に係る資産の金額が総資産の 100 分の 1 以下であったため、「そ

の他」に含めて表示した。

▶▶▶解説
問１　正しい

　　　様式は、連結財規様式第四号となっている。

問２　誤り

　　　�通常の取引以外の取引に基づいて発生した手形債権については、「受取手

形及び売掛金」から除外するのが原則であるが、資産の総額の 100 分の１

以下であれば「受取手形及び売掛金」に含めることもできる。

問３　正しい

問４　正しい

　　　�通常の営業取引に基づく債権であっても、相手先の財政状態の悪化に起因

して１年以内に回収されないことが明らかなものは、正常な営業活動の循

環過程にあるとはいえない。そのため、一年基準が適用され１年以内に回

収されないことが明らかなものは固定項目となる。

問５　正しい

　　　なお、無形固定資産でも同様である。

問６　誤り

　　　�固定資産取引は、通常の企業においては通常の営業活動ではなく投資活動

として行っているため固定項目である。しかし、不動産業を営む会社では、

営業活動として販売目的で不動産を購入することがある。この場合には、

保有する不動産は棚卸資産となる（正常営業循環基準）。

問７　誤り

　　　�各無形固定資産の減価償却累計額は、その各科目から直接控除し、その控

除残高を当該各資産の金額として表示する。

問８　正しいSA
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問９　誤り

　　　�負債及び純資産の合計額の 100 分の５を超えるものについては、その内容

を示す名称を付した科目をもって記載する。

問10　誤り

　　　�土地を購入するために振出した手形であっても、決済日が貸借対照表日の

翌日から 1 年内である場合には流動負債として計上される。

問11　誤り

　　　�連結子会社が保有する親会社株式は、連結貸借対照表上、自己株式として

表示する。

問12　誤り

　　　退職給付に係る資産は、必ず別掲する必要がある。
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１．【半期報告書】　

 要点整理  

・【企業の概況】には、【主要な経営指標等の推移】及び【事業の内容】を記載する。

・【主要な経営指標等の推移】に記載するものとして、経営成績（売上高、

経常利益、親会社株主に帰属する中間純利益、中間包括利益）、財政状態（純

資産額、総資産額等）、１株情報等に関するものがある。

・【事業の内容】には、重要な変更があった場合や主要な関係会社に異動が

あった場合、その内容を記載する。

・【事業の状況】には【事業等のリスク】、【経営者による財政状態、経営成

績及びキャッシュ・フローの状況の分析】及び【重要な契約等】を記載する。

・【事業等のリスク】は、主要なリスクが発生した場合または重要な変更が

あった場合、その旨及びその内容を簡潔に記載する。

・【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

は、投資者の判断に資するため、分析・検討内容を具体的に分かりやすく

記載する。

・【提出会社の状況】の【役員の状況】は、前事業年度の有価証券報告書の

提出日後、当中間連結会計期間において役員に異動があった場合に記載す

る。

・【経理の状況】に掲載される財務諸表は、連結財務諸表提出会社であれば

以下のとおり個別財務諸表の記載は不要である。

財務諸表名 摘　要

中間連結貸借対照表 －

中間連結損益計算書
2計算書方式の場合。１計算書方式も可。

中間連結包括利益計算書

中間連結キャッシュ・フロー計算書 －

重要度 Ｂ
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・中間連結財務諸表は、有価証券報告書と比べて、表示科目を一部集約す

るとともに、区分掲記ルールも簡便になっている。

・中間連結財務諸表の注記事項は、有価証券報告書と比べて簡便的なもの

となっている。

・中間連結財務諸表の作成に特有の会計処理（例　原価差異の繰延処理、

税金費用の計算）を適用した場合には、重要性に応じ中間連結財務諸表

の作成に特有の会計処理に関する注記として、その旨及びその内容を注

記する。

・表示方法を変更した場合、原則として前期数値の組替えをするが、表示

方法の変更に関する注記は不要である。

科目集約例 貸借対照表 有形固定資産、投資その他の資産、棚卸資産（当該科目
で一括掲記した場合、「商品及び製品」「仕掛品」「原材
料及び貯蔵品」の各金額について注記が必要になる）

損益計算書 法人税等（当該科目で「法人税、住民税及び事業税」及
び「法人税等調整額」の一括掲記が可能）

区分掲記
ルール

貸借対照表 総資産（負債・純資産の合計額）の100分の10超

損益計算書 販売費及び一般管理費の総額の100分の20超
営業外収益 (費用 ) の金額の100分の20超
特別利益 (損失 ) の金額の100分の20超

有価証券報告書の注記事項 半期報告書の注記事項

重要性の乏しいものを除き（金融商品関
係）、（有価証券関係）、（デリバティブ取引
関係）の注記を記載

前連結会計年度の末日に比して著しい変
動が認められる場合のみ（金融商品関
係）、（有価証券関係）、（デリバティブ取
引関係）注記が必要

（1株当たり情報）の注記には、1株当た
り純資産額について記載

（1株当たり情報）の注記には、1株当
たり純資産額についての記載は不要

（リース取引関係）、（退職給付関係）、（ス
トック・オプション等関係）、（税効果会計
関係）、（資産除去債務関係）、（賃貸等不動
産関係）の注記が必要

（リース取引関係）、（退職給付関係）、（ス
トック・オプション等関係）、（税効果会
計関係）、（資産除去債務関係）、（賃貸等
不動産関係）の注記は不要

SA
M
PL
E



199

半期報告書、内部統制報告書 第3章

１　【企業の概況】
（１）【主要な経営指標等の推移】

　半期報告書－記載例

回　次
第 50期

中間連結会計
期間

第 51期
中間連結会計
期間

第 50期

会計期間

自20X1年
4月1日
至20X1年
9月 30日

自20X2年
4月1日
至20X2年
9月 30日

自20X1年
4月1日
至20X2年
3月 31日

売上高（百万円） 100,285 113,020 210,457

経常利益（百万円） 6,141 7,733 13,666

親会社株主に帰属する中間（当
期）純利益（百万円） 2,533 3,683 5,733

中間包括利益又は
包括利益（百万円） 3,072 4,245 6,363

純資産額（百万円） 155,391 160,917 157,824

総資産額（百万円） 427,789 443,266 435,552

１株当たり中間（当期）
純利益金額（円） 52.4 56.7 108.8

潜在株式調整後１株当たり中
間（当期）純利益金額（円） 52.0 56.1 108.1

自己資本比率（％） 35.5 35.4 35.5

営業活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 8,263 10,037 17,003

投資活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） △ 7,711 △ 9,942 △ 15,820

財務活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） △ 7,711 △ 1,510 △ 2,719

現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高（百万円） 22,268 25,884 25,717

経営指標等
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中間連結財務諸表を作成していない場合には、記載例に記載したものの他、「持

分法を適用した場合の投資利益」、「資本金」、「発行済株式総数」、「１株当たり配

当額」も記載する必要がある。また、記載例に記載したものの内、「中間包括利

益又は包括利益」は記載しない。

（２）【事業の内容】

当中間連結会計期間に、提出会社及び関係会社において営まれている事業の

内容について、重要な変更があった場合に、その内容を記載する。

なお、セグメント情報の区分ごとに、当該事業に携わっている主要な関係会

社に異動があった場合には、その内容を記載する。

２　【事業の状況】
（１）【事業等のリスク】

当中間連結会計期間（中間連結財務諸表を作成していない場合には当中間会

計期間）において、半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、経営者が連結会社（中間連結財務諸表を作成していない場合には提出

会社）の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（指定国際会計基準又は修

正国際基準により中間連結財務諸表を作成した場合は、これに相当するもの）の

状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリスク（連結会社

の経営成績等の異常な変動、特定の取引先・製品・技術等への依存、特有の法的

規制・取引慣行・経営方針、重要な訴訟事件等の発生、役員・大株主・関係会社

等に関する重要事項等、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項）

が発生した場合又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」

について重要な変更があった場合には、その旨及びその具体的な内容を分かりや

すく、かつ、簡潔に記載する。

提出会社が将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じ

させるような事象又は状況その他提出会社の経営に重要な影響を及ぼす事象が存

在する場合には、その旨及びその具体的な内容を分かりやすく記載する。また、

当該重要事象等についての分析・検討内容及び当該重要事象等を解消し、又は改

善するための対応策を具体的に、かつ、分かりやすく記載する。SA
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将来に関する事項を記載する場合には、当該事項は当中間連結会計期間（中

間連結財務諸表を作成していない場合には当中間会計期間）の末日現在において

判断したものである旨を記載する。

（２）【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関して投資者が適正な判

断を行うことができるよう、経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・

検討内容を具体的に、かつ、分かりやすく記載する。当中間連結会計期間において、

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及び

キャッシュ・フローの状況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた

仮定の記載について重要な変更があった場合には、その旨及びその具体的な内容

を分かりやすく、かつ、簡潔に記載する。また、連結会社が定めている経営方針・

経営戦略等または経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等を定

めている場合における当該経営方針・経営戦略等又は当該指標等（以下、経営方

針等）に重要な変更があったとき又は新たに経営方針等を定めた場合、その内容

及び理由を記載する。

なお、財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針を

定めている場合には、重要な変更がない場合であっても、「事業上及び財務上の

対処すべき課題」に会社法施行規則第 118 条第３号に掲げる事項を記載する。

　その他の事項は以下のとおりである。
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項　目 記載内容
研究開発活動 ・当中間連結会計期間における研究開発活動の金額を記載

・研究開発活動の状況に重要な変更があった場合、その内容を
セグメント情報に関連付けて記載

従業員数 当中間連結会計期間において、従業員数（就業従業員数をいう）
に著しい増加または減少があった場合、セグメント情報に関連
付けてその事情及び内容を記載

生産、受注及び販
売の実績

生産、受注及び販売の実績に著しい変動があった場合、その内
容を記載

主要な設備 当中間連結会計期間において、主要な設備（リース資産を含む）
に著しい変動（※）があった場合、その内容

（※）　新設、休止、大規模修繕、除却もしくは売却等による著しい変動や、前連結会計年度末
において計画中であった新設、休止、大規模修繕、除却もしくは売却等についての著し
い変動

（３）【重要な契約等】

当中間連結会計期間において、重要な契約等が決定又は締結等された場合に、

その内容等一定の事項（開示府令第四号の三様式記載上の注意（9）a～i ）を記

載する。

３　【提出会社の状況】
（１）【株式等の状況】

①【株式の総数等】

・当中間連結会計期間の末日現在の定款に定められた発行可能株式総数又

は発行可能種類株式総数を記載

・内容欄には、単元株式数を含め、株式の内容を具体的に記載

・金銭以外の財産を出資の目的とするときは、その旨並びに当該財産の内

容及び価額を欄外に記載

②【新株予約権等の状況】

【ストックオプション制度】

・当中間連結会計期間において新株予約権証券を発行した場合、当該新株予

約権証券ついて、発行に係る決議年月日等、所定の事項（開示府令第四号

の三様式記載上の注意（11））を記載SA
M
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・会社法第 236 条第１項各号に掲げる事項につき異なる定めをした内容の

異なる新株予約権を発行した場合、内容の異なる新株予約権ごとに記載

【その他の新株予約権等の状況】

・買収防衛策の一環として、当中間連結会計期間において新株予約権を発

行した場合、決議年月日等、所定の事項（開示府令第四号の三様式記載

上の注意（12））を記載

・上述した「新株予約権等の状況」の記載と重複している場合には、その

旨のみ記載することができる

③【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

・当中間連結会計期間に行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に係る新

株予約権が行使された場合、当該中間連結会計期間に権利行使された当該

行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の数等、所定の事項を記載

・複数の行使価額修正条項付新株予約権付社債券等について行使が行われ

た場合、種類ごとに区分して記載

④【発行済株式総数、資本金等の推移】

・当中間連結会計期間における発行済株式総数、資本金及び資本準備金の

増減を記載

・中間連結会計期間の末日後、半期報告書の提出日までに発行済株式総数、

資本金等が増減している場合、有価証券報告書とは異なり半期報告書で

は注記を求められていない。

⑤【大株主の状況】

・当中間連結会計期間の末日現在の大株主の状況を記載

・会社が大量保有報告書等の写しの送付を受けた場合であって、当該大量

保有報告書等に記載された当該書類の提出者の株券等の保有状況が株主

名簿の記載内容と相違するときには、実質所有状況を確認して記載

⑥【議決権の状況】

・当中間連結会計期間の末日現在の議決権の状況についての記載

（２）　【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当中間連結会計期間において役員SA
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に異動があった場合に記載する。

新任役員で他の役員と二親等内の関係がある場合には、その内容を、退任役

員については、その役職名、氏名及び退任年月日を記載する。

４　【経理の状況】
（１）中間連結貸借対照表

　有価証券報告書の連結貸借対照表と比べて、表示科目を一部集約するとともに、

区分掲記ルールも簡便なものとなっている。

①流動資産

　流動資産に属する資産は、以下の項目の区分に従い掲記する。上記「商品及び

製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」を「棚卸資産」の科目をもって一括掲記す

ることができるが、その場合にはその内訳科目及び金額を注記する。

流動資産の区分表示 別掲基準

ａ　現金及び預金

ｂ　受取手形、売掛金及び契約資産

ｃ　有価証券

ｄ　商品及び製品（半製品含む）

ｅ　仕掛品

ｆ　原材料及び貯蔵品

ｇ　その他

当該科目に該当する項目であっても資産の総
額の100分の１以下のもので、他の項目に
属する資産と一括して表示することが適当で
あると認められるものについては、一括して
掲記することができる。

資産の総額の100分の 10を超えるものに
ついては、当該資産の内容を示す科目によっ
て別に掲記

②固定資産

　有形固定資産と投資その他の資産に属する資産については、それぞれ「有形固

定資産」「投資その他の資産」の科目に一括して表示する。但し、適当と認めら

れる項目に分類し、当該資産を示す名称を付した科目をもって掲記することがで

きる。また、資産総額の 100 分の 10 を超えるものについては、当該資産の内容

を示す科目をもって別に掲記しなければならない。

　無形固定資産については、「のれん」と「その他」に区分して表示する。但し、

「のれん」の金額が資産総額の 100 分の１以下である場合には、全額を「その他」SA
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として表示できる。また、資産総額の 100 分の 10 を超えるものについては、当

該資産の内容を示す科目をもって別に掲記しなければならない。

③繰延資産

　繰延資産に属する資産は、「繰延資産」の科目に一括して表示する。但し、適

当と認められる項目に分類し、当該資産を示す名称を付した科目をもって掲記す

ることができる。また、資産総額の 100 分の 10 を超えるものについては、当該

資産の内容を示す科目をもって別に掲記しなければならない。

④流動負債

流動負債に属する負債は、以下の項目の区分に従い掲記する。

⑤固定負債

固定負債に属する負債は、以下の項目の区分に従い掲記する。

固定負債の区分表示 別掲基準

ａ　社債

ｂ　長期借入金

ｃ　引当金

ｄ　退職給付に係る負債

ｅ　資産除去債務

ｆ　その他

当該科目に該当する項目であっても負債・純資産の総
額の100分の１以下のもので、他の項目に属する資
産と一括して表示することが適当であると認められる
ものについては、一括して掲記することができる。

負債・純資産の総額の100分の１を超えるものは、
当該引当金の設定目的を示す名称をもって掲記

負債・純資産の総額の100分の 10を超えるもの
については、当該負債の内容を示す科目をもって別
に掲記

流動負債の区分表示 別掲基準

ａ　支払手形及び買掛金

ｂ　��短期借入金（金融手形及び当座

借越を含む）

ｃ　未払法人税等

ｄ　引当金

ｅ　資産除去債務

ｆ　その他

当該科目に該当する項目であっても負債・純資産の総
額の100分の１以下のもので、他の項目に属する負
債と一括して表示することが適当であると認められる
ものについては、一括して掲記することができる。

負債・純資産の総額の100分の１を超えるものは、
当該引当金の設定目的を示す名称をもって掲記

負債・純資産の総額の100分の 10を超えるもの
については、当該負債の内容を示す科目をもって別
に掲記
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⑥純資産

　純資産は株主資本、その他の包括利益累計額、新株引受権、新株予約権及び非

支配株主持分に分類して記載しなければならない。

（２）　中間連結損益計算書

　有価証券報告書の連結損益計算書及び連結包括利益計算書（又は連結損益及び

包括利益計算書）と比べて、区分掲記ルールも簡便なものとなっている。

①販売費及び一般管理費

販売費及び一般管理費については、適当と認められる費用に分類し、当該費

用を示す名称を付した科目をもって掲記しなければならない。但し、販売費の科

目若しくは一般管理費の科目又は販売費及び一般管理費の科目に一括して掲記

し、その主要な費目及びその金額を注記する方法でもよい。

この場合、主要な費目とは、退職給付費用及び引当金繰入額並びにこれら以

外の費目で、その金額が販売費及び一般管理費の合計額の 100 分の 20 を超える

費用、その他区分して表示することが適切と認められる費用をいう。

②営業外損益

　営業外損益については、有価証券報告書と同様の記載となるが、別掲基準が営

業外収益（費用）の総額の 100 分の 20 超となっている点が異なる。

③特別損益

　特別損益については、有価証券報告書と同様の記載となるが、別掲基準が特別

利益（損失）の総額の 100 分の 20 超となっている点が異なる。

④親会社株主に帰属する中間純利益又は親会社株主に帰属する中間純損失

　税金等調整前中間純利益以下については、有価証券報告書と同様の記載である

が、「法人税、住民税及び事業税」と「法人税等調整額」の金額を「法人税等」

として一括掲記することが可能である点が異なる。なお、一括掲記した場合でも

注記をする必要はない。SA
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（３）中間連結包括利益計算書

　中間連結包括利益計算書は、連結包括利益計算書と構成や記載内容に大きな違

いはない。

（４）中間連結キャッシュ・フロー計算書

　中間連結キャッシュ・フロー計算書は、連結キャッシュ・フロー計算書と構成

や記載内容に大きな違いはない。

（５）継続企業の前提に関する事項

半期報告書での継続企業の前提に関する事項の注記に関しては、財務諸表等

規則ガイドラインを準用しているため、基本的に記載内容等は有価証券報告書と

同様である。但し、期中という特性から下表のとおり有価証券報告書と異なる期

中特有の事項がある。

前期末 当中間連結決算日
記載すべき事項

不確実性 注記内容 不確実性

有
状況の内
容、対応
策等

有

・不確実性の変化も含めて記載
・不確実性に変化がない場合には前期の注
記を踏まえた記載（この期間に対応した
内容も記載）

・対応策は、少なくとも当中間会計期間の
属する事業年度の末日までを対象

無※ 記載不要

無 無 新たに発生
当中間連結決算日末日から１年間にわたっ
た評価

（※）　中間連結決算日後において、当該重要な不確実性が認められなくなった場合、注記は必
要ない。

（６）連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更

　有価証券報告書と相違点はない。SA
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（７）会計処理基準及び会計方針の変更等

　半期報告書では、有価証券報告書で記載されている会計処理基準に関する事項

は記載しない。

　【会計方針の変更等】の記載内容は、有価証券報告書と比較すると、前事業年

度に係る 1 株当たり情報に対する影響額や前事業年度の期首における純資産額に

対する累積的影響額等、一部の記載は求められていない。

（８）中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理

　中間連結財務諸表の作成に特有の会計処理を適用した場合には、その旨及びそ

の内容を注記しなければならない。但し、重要性が乏しい場合には、注記を省略

することができる。

　中間連結財務諸表の作成に特有の会計処理には、原価差異の繰延処理と、税金

費用の計算（年度の見積実効税率を使用する方法）が規定され、これら中間連結

財務諸表の作成に特有の会計処理を変更した場合は、会計方針の変更に該当する。

（９）追加情報

　有価証券報告書と相違点はない。

（10）注記事項

①中間連結貸借対照表関係

　連結貸借対照表の注記との比較は以下のとおりであり、簡略化されていること

が分かる。

有価証券報告書での注記事項 半期報告書での注記事項
棚卸資産の内訳の注記（連結貸借対照表
に一括掲記した場合）

左記と同様の注記が必要

減価償却累計額を直接控除している場合
の減価償却累計額の注記

左記と同様の注記が必要

非連結子会社及び関連会社株式の注記 必要なし
担保提供資産債務の注記 必要なし
棚卸資産及び工事損失引当金の注記 左記と同様の注記が必要
偶発債務の注記 左記と同様の注記が必要SA
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②中間連結損益計算書関係

　連結損益計算書の注記との比較は以下のとおりであり、簡略化されていること

が分かる。

有価証券報告書での注記事項 四半期報告書での注記事項
・販売費及び一般管理費の主要な費目は
合計額の100分の10超

・連結損益計算書で「販売費及び一般管
理費」と一括掲記した場合に注記必要

・販売費及び一般管理費の主要な費目は合
計額の100分の20超

その他（工事損失引当金繰入額、低価法、
研究開発費の総額、固定資産売却損益の
内訳、減損損失）

必要なし

　但し、中間連結会計期間の特性として、事業の性質上、売上高又は営業費用に

著しい季節的変動がある場合は、その状況を注記する必要がある。

③中間連結キャッシュ・フロー計算書関係

　連結キャッシュ・フロー計算書関係の注記として要求されているもののうち、

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係のみが注記の対象となる。

④株主資本等関係

　連結株主資本等変動計算書の注記事項のうち、配当に関する注記のみが必要と

なる。但し、株主資本の金額に前連結会計年度末に比して著しい変動があった場

合には、主な変動事由を注記しなければならない。

⑤セグメント情報等

　有価証券報告書でのセグメント情報等と比較すると以下のとおりである。SA
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有価証券報告書での注記事項 四半期報告書での注記事項
報告セグメントの概要 必要なし
報告セグメントごとの売上高、利益又は
損失、資産、負債その他の項目の金額及
びその算定方法

必要なし

報告セグメントごとの売上高、利益又は
損失、資産、負債その他の項目の金額に
関する情報

報告セグメントごとの売上高、利益又は損
失の金額に関する情報

差異調整に関する事項 左記と同様の記載が必要

　但し、報告セグメントごとの資産の金額に前連結会計年度の末日に比して著し

い変動が認められる場合は、変動する要因となった事象の概要を注記する必要が

ある。

　半期報告書における報告セグメントを変更した場合等の取扱いは有価証券報告

書と同様である。

⑥金融商品関係、有価証券関係、デリバティブ取引関係

　以下に該当する場合は注記が必要となる。

項　目 半期報告書での注記が必要となる場合
金融商品関係 ・科目ごとに、企業集団の事業の運営において重要なもの

・かつ、前連結会計年度の末日と比較し著しい変動が認められる場合
  ( 但し、この場合でも中間連結貸借対照表計上額と時価との差額及び
前連結会計年度に係る連結貸借対照表計上額と時価との差額に重要
性が乏しい場合には、省略可能 )

有価証券関係 ・企業集団の事業の運営において重要なもの
・かつ、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が認められる場合

デリバティブ
取引関係

・企業集団の事業の運営において重要なもの
・かつ、当該取引の契約額その他の金額に前連結会計年度の末日と比
較して著しい変動が認められる場合

　なお、金融商品関係においては、中間連結貸借対照表日における金融商品の時

価について、適時に正確な金額を把握することが困難な場合は概算額を記載する

ことができ、極めて困難な場合には所定の注記事項に代えて、その旨、その理由、SA
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当該金融商品の概要及び中間連結貸借対照表計上額を記載することができる。

⑦収益認識関係

　当中間連結会計期間に係る顧客との契約から生じる収益については、当該収益

及び当該契約から生じるキャッシュ・フローの性質、金額、時期及び不確実性に

影響を及ぼす主要な要因に基づく区分に当該収益を分解した情報であって、投資

者その他の中間連結財務諸表の利用者の理解に資するものを注記しなければなら

ない。ただし、重要性の乏しいものについては、注記を省略することができる。

⑧１株当たり情報

　有価証券報告書での１株当たり情報と比較し、１株当たり純資産額についての

記載が不要となる。その他は有価証券報告書と同様である。

⑨重要な後発事象及びその他

　有価証券報告書と相違点はない。
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▶▶▶確認問題
次の各問について、その正誤を判定しなさい。

問１　�中間連結財務諸表を作成している会社において、半期報告書の【主要な経

営指標等の推移】に記載すべき経営指標等として、１株当たり純資産額が

ある。

問２　�従業員数が前連結会計年度から著しく変動した場合であっても、半期報告

書には一切従業員の数について記載する必要はない。

問３　�財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針を定め

ている場合には、重要な変更がない場合であっても、【経営者による財政

状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】に会社法施行規則

第 118 条第３号に掲げる事項を記載することとされている。

問４　�商品及び製品、仕掛品、原材料及び貯蔵品については、金額が資産総額の

100 分の 10 を超えていても「棚卸資産」の科目をもって一括掲記するこ

とができる。

問５　�有形固定資産と投資その他の資産に属する資産については、原則としてそ

の金額がそれぞれ資産総額の 100 分の 10 を超えない限り「有形固定資産」

「投資その他の資産」の科目に一括して表示する。

問６　�資産除去債務については、流動負債に計上される金額と固定負債に計上さ

れる金額が合計で負債及び純資産の合計額の 100 分の１を超える場合には

別掲しなければならない。

問７　�（企業結合等関係）の注記は、当中間連結会計期間に企業結合が行われて

いなければ、たとえ前中間連結会計期間に企業結合が行われていた場合で

あっても記載は必要ない。

問８　�半期報告書における中間連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記は、

有価証券報告書における連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記と同

一項目が求められる。

問９　�半期報告書の記載項目は有価証券報告書と比較して一部簡略化されてい

る。そのため、半期報告書でのみ記載が求められる事項はない。SA
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半期報告書、内部統制報告書 第3章

▶▶▶解説
問１　誤り

　　　�半期報告書では１株当たり純資産額の開示は求められていない。この設問

に併せて、【主要な経営指標等の推移】の項目を復習しておきたい。

問２　�誤り

　　　�当中間連結会計期間において、連結会社又は提出会社の従業員数に著しい

増減があった場合には、セグメント情報に関連付けてその事情及び内容に

ついて、【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状

況の分析】に記載する必要がある。他の“著しい変動があった場合”には、

「生産、受注及び販売の実績」「主要な設備」がある。併せて「研究開発活

動」の場合も押さえておく必要がある。

問３　誤り

　　　�当中間連結会計期間に財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に

関する基本方針に重要な変更があったときはその内容を記載することが求

められている。なお、当中間連結会計期間において、新たに基本方針を定

めた場合には、会社法施行規則（平成 18 年法務省令第 12 号）第 118 条第

3 号に掲げる事項を記載する必要がある。

問４　正しい

　　　但し、当該項目に属する資産の科目及びその金額を注記する。

問５　正しい

　　　�併せて、押さえておくべき事項は、「のれん」（資産総額の 100 分の１以下

である場合には「その他」に含めることが可能）である。

問６　誤り

　　　�資産除去債務等、流動負債と固定負債に分かれるものについて、別掲基準

の金額は合算ではなく別々に判断する。そのため、仮に合算して負債及び

純資産の合計額の 100 分の１を超えたとしても、別々に判定して超えない

のであれば別掲する必要はない。

問７　正しい

　　　�企業結合等関係の注記は、他の企業又は企業を構成する事業の取得による

企業結合が行われた場合には、重要性の乏しい場合を除いて所定の事項をSA
M
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注記しなければならない。他の注記と併せて覚えていて欲しい。

問８   誤り

　　　�半期報告書における中間連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記は、

有価証券報告書における連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記と比

較すると一部簡略化されており、例えば重要な非資金取引の内容の記載は

有価証券報告書でのみ求められている。

問９   誤り

　　　�半期報告書の記載項目は、基本的には有価証券報告書でも記載が求められ

ているものであるが、半期報告書でのみ記載が求められる事項として、「中

間連結財務諸表の作成に特有の会計処理に関する注記」がある。但し、当

該注記も重要性が乏しい場合には注記を省略することができる。
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会社法 第５章

４．【連結計算書類及び計算書類等】　

 要点整理 

・大会社であって、有価証券報告書の提出義務のある会社は、計算書類に

加えて、連結計算書類も作成する必要がある。

・連結計算書類及び計算書類等は以下より構成され、連結包括利益計算書、

（連結）キャッシュ・フロー計算書の作成は不要である。

［（連結）貸借対照表、（連結）損益計算書、（連結）株主資本等変動計算書］

・（連結）貸借対照表、（連結）損益計算書の表示面に関しては、会社計算

規則に従うことになるが、比率による別掲基準がない等、連結財規ほど

細かく規定されていない。以下に連結財規との違いを記載する。

（＊）正当な理由による過年度遡及を有価証券報告書上の連結財務諸表で行った場合でも、
連結計算書類では過年度の影響を当期の期首剰余金及び期首残高にのみ反映する。（た
だし、過去の誤謬に重要性がある場合など、過年度の計算書類を確定しなおさなけれ
ばならないケースもある。）

連結計算書類 計算書類等

計算書類

・連結貸借対照表
・連結損益計算書
・連結株主資本等変動計算書
・連結注記表

・貸借対照表
・損益計算書
・株主資本等変動計算書
・個別注記表

附属明細書 ―
・有形固定資産及び無形固定資産の明細
・引当金の明細
・販売費及び一般管理費の明細

主な項目
連結財規

(有価証券報告書 )
会社計算規則

（連結計算書類）
比率による独立掲記基準 ○　 ―
表示方法 前期との２期分比較表示 当期分のみ（＊）

金額単位表示 千円、百万円の単位 一円、千円、百万円単位
連結株主資本等変動計算書
の表示方法

XBRL の導入により純資
産項目を横に並べる表示
方法のみ

純資産項目を縦に並べる
表示方法と横に並べる表
示方法のいずれか

重要度 Ｃ
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［連結注記表、個別注記表］

・注記表は、（連結）貸借対照表、（連結）損益計算書、（連結）株主資本等変

動計算書の特定の項目に関連する注記について、その関連を明らかにする。

・上記で必要とされるものの注記の内容は、有価証券報告書における記載

とほぼ同様であるが、記載が求められる項目が少なく、内容についても

財規ほど細かく規定されているわけではない。例えば、主に以下のよう

な違いがある。

　　　①　�「連結株主資本等変動計算書に関する注記」において、自己株式・

自己新株予約権に関する注記は不要

　　②　�「１株当たり情報に関する注記」において、算出根拠、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の記載は不要

主な注記項目 連結注記表 個別注記表
継続企業の前提に関する注記　 ○ ○
重要な会計方針に係る事項に関する注記　 ○ ○
貸借対照表等に関する注記　 ○ ○
損益計算書に関する注記　 - ○
株主資本等変動計算書に関する注記　 ○ ○
税効果会計に関する注記 - ○
リースにより使用する固定資産に関する注記 - ○
金融商品に関する注記　 ○ 連結注記表を作

成した場合、記
載は不要賃貸等不動産に関する注記　 ○

持分法損益等に関する注記　 - ○
関連当事者との取引に関する注記　 - ○
１株当たり情報に関する注記　 ○ ○
重要な後発事象に関する注記　 ○ ○
連結配当規制適用会社に関する注記　 - ○

収益認識に関する注記 ○

連結注記表を作
成した場合、収
益を理解するた
めの基礎となる
情報のみ必要

その他の注記　 ○ ○
※：個別注記表での注記項目は会計監査人設置会社を前提としている。
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会社法 第５章

［附属明細書］

・計算書類の附属明細書には、「有形固定資産及び無形固定資産の明細」、「引

当金の明細」、「販売費及び一般管理費の明細」がある。

・有形固定資産及び無形固定資産の明細は、取得価額又は帳簿価額のいず

れをベースとして記載しても構わない。

・引当金の明細は、期首または期末のいずれかに残高がある引当金を対象

として、引当金ごとに「期首残高」「当期増加額」「当期減少額」及び「期

末残高」を記載する。なお、「当期減少額」は「目的使用」と「その他」

に分けてもよい。当期増加額と当期減少額は相殺することなく、それぞ

れ総額で記載する点には留意が必要である。

・引当金の明細において、退職給付引当金については、個別注記表に退職

給付に関する注記（財規８条の 13 に準ずる注記）を行っている場合、そ

の旨を記載すれば、明細書への記載を省略することができる。

有価証券報告書 計算書類等
開示対象となる範囲の
違い

連結財務諸表を作成してい
る場合、個別の注記が不要

個別計算書類においてのみ
開示（※１）

市場価格その他当該取
引に係る公正な価格を
勘案して一般の取引条
件と同様のものを決定
していることか明白な
場合における取引

開示の対象取引 注記不要

column 関連当事者との取引に関する注記

　関連当事者との取引に関する注記は、有価証券報告書と計算書類等では、開示
対象となる取引の範囲及び取引条件で違いがある。

　（※１）　連結財務諸表提出会社と連結子会社との取引も開示対象となる。SA
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